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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期

第３四半期連結
累計期間

第73期
第３四半期連結
累計期間

第72期
第３四半期連結
会計期間

第73期
第３四半期連結
会計期間

第72期

会計期間

自　平成20年  12
月１日

至　平成21年  ８
月31日

自　平成21年  12
月１日 

至　平成22年  ８
月31日

自　平成21年   
６月１日

至　平成21年   
８月31日

自　平成22年   
６月１日 

至　平成22年   
８月31日

自　平成20年  12
月１日

至　平成21年  11
月30日

売上高 (千円) 33,318,77633,078,95911,100,10411,233,93745,384,196

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △1,827,955715,981△193,298 279,665△1,530,499

四半期純利益
又は四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △1,828,388570,002△199,117 155,921△1,631,246

純資産額 (千円) ― ― 6,929,5278,159,0557,528,007

総資産額 (千円) ― ― 33,048,42433,251,09233,581,446

1株当たり純資産額 (円) ― ― 435.01 481.06 443.50

1株当たり四半期
純利益金額又は1株
当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △114.78 35.81 △12.50 9.81 △102.40

潜在株式調整後1株
当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 21.0 22.8 21.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,459,673661,583 ― ― △234,743

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △504,820△352,980 ― ― △600,396

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △223,961△126,666 ― ― △367,497

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残
高

(千円) ― ― 3,180,8224,348,4794,166,543

従業員数 (名) ― ― 1,468 1,284 1,339

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年８月31日現在

従業員数(名) 1,284

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年８月31日現在

従業員数(名) 938

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

建材部門

内装材 2,049,383 3.1

外装材 138,120 21.7

住宅機器他 1,263,919 △10.2

小計 3,451,423 △1.6

繊維板部門 609,508 △5.6

合板部門 1,750,023 △10.2

合計 5,810,955 △4.8

(注) 金額は製品製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当グループの生産は主に見込生産を行っているため、記載を省略しています。
　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

建材部門

内装材 3,084,527 △1.4

外装材 191,836 △3.4

住宅機器他 3,135,776 0.3

小計 6,412,140 △0.7

繊維板部門 764,469 △9.9

合板部門 4,016,704 6.9

住宅関連工事部門 40,623 2.8

合計 11,233,937 1.2

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

三井住商建材㈱ 4,364,338 39.3 4,213,633 37.5

丸紅建材㈱ － － 1,449,658 12.9

丸紅㈱ 1,292,985 11.6 1,316,965 11.7

　　(注)　前第３四半期連結会計期間の丸紅建材㈱は、当該比率が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。
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２ 【事業等のリスク】

(1) 　当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

(2) 継続企業の前提に関する重要事象等

当グループは、近年の新設住宅着工戸数の低迷や、建築基準法改正の影響、米国サブプライム問題

に端を発する国内外の急速な景況感の悪化などを背景とする住宅需要低迷により、前連結会計年度

において売上高が大幅に減少（前期比25.2％減）し、4期連続して営業損失を計上することとなりま

した。

　これらの状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　なお、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（5）継続企業の前提に関す

る事項の対応策について」に記載のとおり、継続企業の前提に関する重要な不確実性が解消された

ものと判断し、平成22年11月期第２四半期に「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消いたし

ました。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。

　
(1) 財政状態の分析

①　流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、20,308百万円となり、前連結会計年度末に
比べ197百万円減少しました。
　その主な要因は、現金及び預金181百万円の増加、売上債権の増加146百万円、棚卸資産380百万円の減
少、その他に含まれる未収入金142百万円の減少などによるものです。
　

②　固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、12,942百万円となり、前連結会計年度末に
比べ132百万円減少しました。
　その主な要因は、減価償却費等による有形固定資産の減少290百万円、海外関係会社の業績回復によっ
て持分法投資利益を計上したこと等による投資有価証券150百万円の増加などによるものです。
　

③　流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、18,423百万円となり、前連結会計年度末に
比べ781百万円減少しました。
　その主な要因は、仕入債務の減少168百万円、その他に含まれる子会社石巻合板工業㈱の退職金の支払
等による未払金の730百万円の減少、未払消費税75百万円の減少などによるものです。
　

④　固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、6,668百万円となり、前連結会計年度末に
比べ179百万円減少しました。
　その主な要因は、長期借入金50百万円の減少や、長期未払金88百万円の減少によるものです。
　

⑤　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、8,159百万円となり、前連結会計年度末の純
資産と比べ631百万円増加しました。
  その主な要因は、四半期純利益による利益剰余金570百万円の増加によるものです。

　

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

 5/24



　

　
(2) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成22年６月～平成22年８月）における国内経済は、緊急経済対策等に

より景気に一部持ち直しの兆しが見られたものの、雇用や所得環境の悪化による個人消費の冷え込みが

続きました。 

　また当業界におきましては、住宅版エコポイント制度や住宅購入時の非課税枠拡大など政府の需要喚起

策もあり持ち家の着工戸数に回復の兆しが見受けられ、また合板相場も持ち直すなど好材料もありまし

たが、未だ住宅需要の本格的な回復には至らず、依然として住宅着工戸数が低水準で推移する厳しい事業

環境が続きました。 

このような厳しい環境のもと、デザインなどの意匠性や、耐傷性、施工性に配慮し、健康志向に対応した

シリーズ「アトリア」の積極的な展開をはかるとともに、昨年市場に投入した高級突板フロア「ナチュ

ラルフェイス」、防音や床暖房、リフォーム、ペット共生住宅などにも対応する化粧シートフロア「ネク

シオ」、高齢化社会に対応したユニバーサルデザインドア「ケアシスト」など新製品の拡販に努めまし

た。また、環境配慮型商品の品揃え拡充や販売力強化などへ取り組むとともに、コスト削減による競争力

の強化、提案営業の強化等によりシェアの確保に努めてまいりました。この結果、当第３四半期会計期間

の連結業績は、住宅需要低迷に伴う販売数量の減少及び販売価格の低下から繊維板部門の売上高が減少

したものの、合板相場の持ち直しによる合板部門の売上増加もあり、売上高は11,233百万円（前年同期は

11,100百万円）にとなりました。 

また損益面につきましては、合板業を営む子会社を含め昨年実施した大幅な固定費削減や各種施策に

よる低コスト化が奏功し利益体質へ転換したことや、海外の関連会社の業績も寄与したことなどから、営

業利益262百万円（前年同期は△164百万円）、経常利益279百万円（前年同期は△193百万円）、四半期純

利益155百万円（前年同期は△199百万円）となり、前第３四半期連結会計期間に比べ大幅な改善となり

ました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ247百

万円増加し、4,348百万円となりました。 

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

　営業活動におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益は223百万円となり、減価償却費の

計上による250百万円の増加、たな卸資産の減少による329百万円の増加、売上債権の増加による538百万

円の減少、仕入債務の減少等による138百万円の減少、その他33百万円の減少などの要因から、102百万円

の収入（前年同期は654百万円の支出）となりました。 

　投資活動におけるキャッシュ・フローは、設備投資など有形固定資産の取得による107百万円の減少な

どの要因から、126百万円の支出（前年同期は85百万円の支出）となりました。 

　また、財務活動におけるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加による45百万円の増加や、長期借入れ

による500百万円の増加、長期借入金の返済による234百万円の減少、自己株式の取得による32百万円の減

少などの要因から、271百万円の収入（前年同期は158百万円の収入）となりました。 

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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(5) 継続企業の前提に関する事項の対応策について

「２　事業等のリスク　(2)継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のある通り、当グループには継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を解消すべく、当グループは早期の業績改善と財務基盤の強化をはかるため、前連結会計年度

に大幅な固定費削減等による利益体質への転換を実施し、また当期も引続き徹底した経費削減に取り組

むとともに、部門別採算管理の強化、コスト競争力の強化、製品競争力の強化、営業機能の強化、在庫管理

の徹底など各種施策を実施し、収益力の向上と財務体質の強化に努めております。 

　この結果、固定費が大幅に削減され損益分岐点売上高も大幅に低下し業績の回復傾向が鮮明となったこ

とから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が解消されたものと判断し、平成22年11月期第２四半期

に「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消いたしました。 

　

(6) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は66百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,20017,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,20017,339,200― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年８月31日 ─ 17,339,200 ─ 2,141,000 ─ 1,587,822

　

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年5月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
　    　1,409,600　　

― （注）１

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 15,929,400

159,294（注）２

単元未満株式
普通株式
   　　　　   200　　

― ─

発行済株式総数 17,339,200― ―

総株主の議決権 ― 159,294 ―

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

1,409,600─ 1,409,600 8.1

計 ― 1,409,600─ 1,409,600 8.1

(注) 第３四半期会計期間末日現在の当社が保有している自己株式は、1,589,675株（うち単元未満株式は75株）であり

ます。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
12月

平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 180 207 180 183 222 198 201 191 195

最低(円) 153 145 159 160 176 161 170 166 173

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年6月1日から平成21年8月31日まで)及び前第３四半期連結累計

期間(平成20年12月1日から平成21年8月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四

半期連結会計期間(平成22年6月1日から平成22年8月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年12

月1日から平成22年8月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年6月1日

から平成21年8月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年8月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年6月1日から平成22年8月31日まで)及

び当第３四半期連結累計期間(平成21年12月1日から平成22年8月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、平成22年７月１日付けで有限責任監査法人に移行したことにより、名称が有限

責任 あずさ監査法人に変更されました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,526,479 4,344,543

受取手形及び売掛金 ※2
 6,354,853

※2
 6,208,128

製品 6,096,818 6,355,806

仕掛品 1,239,227 1,364,690

原材料及び貯蔵品 1,498,169 1,494,121

その他 593,401 739,653

貸倒引当金 △600 △600

流動資産合計 20,308,349 20,506,343

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,890,583

※1
 1,896,052

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 2,471,684

※1
 2,775,292

工具、器具及び備品（純額） ※1
 99,028

※1
 117,777

土地 4,468,578 4,468,578

リース資産（純額） ※1
 116,187

※1
 88,905

建設仮勘定 12,305 2,379

有形固定資産合計 9,058,367 9,348,986

無形固定資産

リース資産 12,312 5,713

その他 42,311 41,544

無形固定資産合計 54,624 47,257

投資その他の資産

投資有価証券 3,096,356 2,946,112

長期貸付金 74,211 90,744

その他 662,183 645,001

貸倒引当金 △3,000 △3,000

投資その他の資産合計 3,829,751 3,678,858

固定資産合計 12,942,743 13,075,102

資産合計 33,251,092 33,581,446
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,255,570 7,423,847

短期借入金 9,539,692 9,476,282

未払法人税等 52,368 59,476

その他 1,575,523 2,245,462

流動負債合計 18,423,155 19,205,069

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 1,466,739 1,517,204

長期未払金 － 88,320

リース債務 95,255 74,175

繰延税金負債 287,586 336,420

退職給付引当金 4,391,141 4,406,180

役員退職慰労引当金 358,160 356,070

固定負債合計 6,668,882 6,848,370

負債合計 25,092,037 26,053,439

純資産の部

株主資本

資本金 2,141,000 2,141,000

資本剰余金 1,587,822 1,587,822

利益剰余金 4,933,378 4,363,376

自己株式 △787,482 △755,068

株主資本合計 7,874,718 7,337,130

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,338 91,587

繰延ヘッジ損益 △84 △523

為替換算調整勘定 △322,546 △363,362

評価・換算差額等合計 △298,292 △272,298

少数株主持分 582,630 463,175

純資産合計 8,159,055 7,528,007

負債純資産合計 33,251,092 33,581,446
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年８月31日)

売上高 33,318,776 33,078,959

売上原価 26,919,534 25,032,842

売上総利益 6,399,242 8,046,116

販売費及び一般管理費 ※1
 8,123,179

※1
 7,392,208

営業利益又は営業損失（△） △1,723,936 653,907

営業外収益

受取利息 12,992 11,286

受取配当金 24,141 26,183

受取保険金 37,522 22,275

為替差益 29,817 5,121

持分法による投資利益 48,790 216,985

その他 40,244 49,834

営業外収益合計 193,509 331,687

営業外費用

支払利息 176,443 165,148

売上割引 22,139 24,014

売上債権売却損 73,992 60,474

その他 24,952 19,977

営業外費用合計 297,528 269,614

経常利益又は経常損失（△） △1,827,955 715,981

特別利益

保険差益 － 24,075

補助金収入 42,763 －

その他 － ※2
 27,720

特別利益合計 42,763 51,795

特別損失

固定資産除却損 7,972 7,722

減損損失 5,287 －

投資有価証券評価損 － 54,721

その他 2,000 －

特別損失合計 15,259 62,443

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,800,451 705,333

法人税、住民税及び事業税 29,745 31,287

法人税等調整額 △1,808 △5,631

法人税等合計 27,936 25,656

少数株主利益 － 109,675

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,828,388 570,002
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

売上高 11,100,104 11,233,937

売上原価 8,666,861 8,523,177

売上総利益 2,433,242 2,710,760

販売費及び一般管理費 ※1
 2,597,722

※1
 2,448,386

営業利益又は営業損失（△） △164,480 262,373

営業外収益

受取利息 3,638 3,453

受取保険金 13,000 5,700

為替差益 13,473 3,138

持分法による投資利益 9,356 60,923

その他 29,403 37,350

営業外収益合計 68,871 110,566

営業外費用

支払利息 57,994 57,366

売上割引 6,794 7,631

売上債権売却損 24,679 19,043

その他 8,221 9,233

営業外費用合計 97,689 93,274

経常利益又は経常損失（△） △193,298 279,665

特別利益

補助金収入 3,700 －

特別利益合計 3,700 －

特別損失

固定資産除却損 57 1,930

投資有価証券評価損 － 54,721

特別損失合計 57 56,651

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△189,655 223,014

法人税、住民税及び事業税 9,819 9,808

法人税等調整額 △357 △1,937

法人税等合計 9,461 7,871

少数株主利益 － 59,221

四半期純利益又は四半期純損失（△） △199,117 155,921
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,800,451 705,333

減価償却費 826,276 725,898

減損損失 5,287 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,044 2,090

固定資産除却損 7,972 7,722

受取利息及び受取配当金 △37,134 △37,470

支払利息 176,443 165,148

投資有価証券評価損益（△は益） － 54,721

持分法による投資損益（△は益） △48,790 △216,985

売上債権の増減額（△は増加） 3,491,931 △146,725

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,641,551 383,065

仕入債務の増減額（△は減少） △4,458,904 △168,277

未払消費税等の増減額（△は減少） △76,243 △75,054

その他 △1,038,419 △589,709

小計 △1,301,438 809,756

利息及び配当金の受取額 51,840 45,791

利息の支払額 △189,344 △146,569

法人税等の支払額 △20,729 △47,395

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,459,673 661,583

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 － △9,998

有形固定資産の取得による支出 △430,612 △312,193

貸付けによる支出 △48,812 △12,749

貸付金の回収による収入 13,048 23,041

その他 △38,445 △41,080

投資活動によるキャッシュ・フロー △504,820 △352,980

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 176,903 299,230

長期借入れによる収入 560,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △867,820 △786,285

割賦債務の返済による支出 △88,320 △88,320

リース債務の返済による支出 △4,725 △18,877

自己株式の取得による支出 － △32,414

財務活動によるキャッシュ・フロー △223,961 △126,666

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,188,455 181,936

現金及び現金同等物の期首残高 5,369,277 4,166,543

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,180,822

※
 4,348,479
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月1日　至　平成22年８月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、特別損失の

100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することといたしました。なお、前第３四半期連結

累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は2,000千円であります。

　
【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年12月１日　至　平成22年８月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価
切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

　一部の経過勘定項目については、合理的な算定方法による概算額を計上する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　税引前四半期純利益に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出しております。

　
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

※１　有形固定資産
          減価償却累計額  28,396,439千円

※２　受取手形割引高 7,869千円
　

※１　有形固定資産
          減価償却累計額 27,782,874千円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　 611,415千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

  第３四半期連結累計期間
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

運賃諸掛 2,421,965千円

役員報酬及び給料手当 1,928,685

賃借料 1,322,563

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額　

　は次のとおりであります。

　 運賃諸掛 2,317,572千円

　 役員報酬及び給料手当 1,905,723

　 賃借料 1,018,404

　　　　　　　　　　　―――― ※２　特別利益のその他は、第一生命保険の株式会社化に

伴う、株式割当て27,720千円によるものでありま

す。

　

　

  第３四半期連結会計期間
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年６月１日
至  平成21年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

運賃諸掛 813,724千円

役員報酬及び給料手当 607,669

賃借料 409,526

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。

　 運賃諸掛 780,066千円

　 役員報酬及び給料手当 635,355

　 賃借料 323,489

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,358,822千円

預入期間が３か月超の定期預金 △178,000

現金及び現金同等物 3,180,822
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金勘定 4,526,479千円　

　 預入期間が３か月超の定期預金 △178,000　

　 現金及び現金同等物 4,348,479　
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年８月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年12月1日　至

　平成22年８月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 17,339,200

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,589,675

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当グループの事業は「建築用資材の製造、販売及びこれらに関連する事業」と「住宅関連工事事

業」に区分しておりますが、前第３四半期連結会計期間(自　平成21年6月1日　至　平成21年8月31日)

及び当第３四半期連結会計期間(自　平成22年6月1日　至　平成22年8月31日)並びに前第３四半期連結

累計期間（自　平成20年12月1日　至　平成21年8月31日）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年

12月1日　至　平成22年8月31日）において「建築用資材の製造、販売及びこれらに関連する事業」の

連結売上高及び営業利益並びに総資産に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類

別セグメント情報の記載は省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年6月1日　至　平成21年8月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自　平成22年6月1日　至　平成22年8月31日)並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年12

月1日　至　平成21年8月31日）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年12月1日　至　平成22年8月31

日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はあ

りません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年6月1日　至　平成21年8月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自　平成22年6月1日　至　平成22年8月31日)並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年12

月1日　至　平成21年8月31日）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年12月1日　至　平成22年8月31

日）における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年8月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

１株当たり純資産額  481円06銭
　

１株当たり純資産額 443円50銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

 第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 114円78銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 35円81銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△1,828,388 570,002

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△1,828,388 570,002

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929 15,916

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年６月１日
至  平成21年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 12円50銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　
　

１株当たり四半期純利益金額 9円81銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△199,117 155,921

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△199,177 155,921

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929 15,890

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年10月15日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 ノ 宮   隆   雄      印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    日 野 原   克   巳      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ノダの平成20年12月1日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年

6月1日から平成21年8月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年8月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成21年8月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績

並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において３期連続して営業

損失を計上し、当第３四半期連結累計期間においても営業損失1,723百万円を計上している状況にあり、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当

該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不

確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月15日

株式会社ノダ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多 和 田   英　 俊      印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 日 野 原   克   巳      印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ノダの平成21年12月1日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成22年

６月1日から平成22年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22年８月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成22年８月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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